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該当書籍 
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改訂内容 

改訂頁・行 改訂内容 

問題 2-8 

P.38 上から 18.行目 
改正前の学習内容と下記の内容を併せて学習してください。

〔 3 〕人材確保等促進税制 (法附則9⑬～⑰) ★★

 内 容

外形対象法人に対する付加価値割の課税標準の算定は、次の要件を満たす

場合には、各事業年度の付加価値額から、 の金額を控除する。

新規雇用者給与等支給額－新規雇用者比較給与等支給額

新規雇用者比較給与等支給額
≧2％

 控除額

控除対象新規雇用者給与等支給額×
報酬給与額－雇用安定控除額

報酬給与額

問題 2-8 

P.39 用語の意義 
改正前の学習内容と下記の内容を併せて学習してください。

※参考 用語の意義（人材確保等促進税制）

 控除対象新規雇用者給与等支給額

当期の損金の額に算入される国内新規雇用者に対する給与等の支給額

のうち、調整雇用者給与等支給増加額に達するまでの金額

 調整雇用者給与等支給増加額

雇用者給与等支給額（雇用安定助成金額を控除した金額）から比較雇

用者給与等支給額（雇用安定助成金額を控除した金額）を控除した金額

 新規雇用者給与等支給額

当期の損金の額に算入される国内新規雇用者に対する給与等の支給額

なお、他の者から支払を受ける金額（雇用安定助成金額を除く)がある

場合には、その金額を控除した金額（以下同じ。）

 新規雇用者比較給与等支給額

前期の損金の額に算入される国内新規雇用者に対する給与等の支給額

 雇用者給与等支給額

当期の損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等の支給額

 比較雇用者給与等支給額

前期の損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等の支給額


